Scientific Literacy and Political Literacy of Student of a High School for Pre-Disaster Recovery Planning by 椚座 圭太郎 & 黒田 拓也
Ⅰ はじめに
広域的な大災害の場合，災害後に計画して着手す
る復旧復興事業は遅い。2011年 3月11日の東日本
大震災から 5年経つが，津波による災害を被った
三陸地方から仙台にかけての復興は，高台造成や堤
防再建が終わった所が出てきた段階であり，生活が
復興したとは言えない。フクシマ（椚座，2012：
労働安全衛生法の「放射線管理区域」基準を越える
地域）は，汚染度と放射能の半減期からして安心し
て生活できる復興はほぼ絶望的である。福島第一原
発では，核燃料の行方がわからず，汚染水の発生と
流出を止めることが出来ていない。
これらの状況は地域の消滅に繋がる。唯一の解決
策は，事前復興である。津波リスクに備えた事前復
興プランは，住民の合意形成を得て，いつでも政府
に申請可能な状態にしておくべきである。原発廃炉
と再生可能エネルギー支援も，最善の事前復興策で
ある。東日本大震災から 5年目のNHKの対談番組
で，被災3県の知事が事前復興の重要性を強調され
ていたことが象徴的である（NHK日曜討論，2016
年 3月13日放送）。
事前復興計画の担い手として重要なのは，高校生
である。復興の長期化や不能状態になれば流出しや
すい世代であるが，むしろ彼らに事前復興策の当事
者として活躍してもらうことが，地域の持続発展に
つながる。椚座ほか（2016）は，政府想定により地
震から 1分で8.2mの津波に襲われるとされた石川
県輪島市にある輪島高校生にアンケート調査を行い，
高校生に津波対応の事前復興を担える能力があるこ
とを明らかにした。一方で，椚座ほかは，地域社会
では，高校生は子ども扱いされ，発言を封じられる
ことがあり，そのような空気を読んで発言しなくな
ることも指摘した。災害問題は行政の問題でもある
ので，科学技術的・法律経済的制約，政治的な関係
や人間関係に慣れていないと，実際発言や行動をし
てもつぶされる可能性は高い。
しかしながら，2016年 6月からの選挙権の18歳
への引き下げは，高校生の事前復興への参画という
点で大きな意味を持つ。選挙権を有することは大人
たちと対等であり，事前復興などへの発言や提案は
認められるべきである。子ども扱いは許されない。
本研究の目的は，18歳選挙権時代を迎えた高校
生が事前復興の担い手になるために必要な科学的リ
テラシーと政治リテラシーの内容や程度を明らかに
し，高校教育でどのように育てるかを考察すること
にある。事前復興は国政や地域行政と密接に関係す
るので，高校生といえども様々な選挙などで「投票
した者の責任」が出てくる。かつて大火を経験し，
2014年 9月に政府から地震から数分で約 4 mの津
波が来ると想定が発表された富山県魚津市の事前復
興をモデルケースとして，富山県立魚津高校 2年
生にアンケート調査を行った。
Ⅱ 事前復興に必要な科学的リテラシーと
政治リテラシー
高校生向けのアンケートを作成するにあたって，
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事前復興に必要な科学的リテラシーと政治リテラシー
はどのようなものかを検討する。
2-1 復興災害に負けないリテラシー
東日本大震災では，復興が遅れただけではない。
マンモス堤防など「望まない復興」は，住民の意向
とは関係なく粛々と進められた。「望まない復興」
については，1995年の阪神大震災の頃から復興ファ
シズムあるいは復興災害（塩崎，2014）とも呼ば
れる。
復興災害は，住民の科学的リテラシーと政治リテ
ラシー不足に起因する側面がある。大災害によって
住民がショック状態にある時に，行政から突然，専
門用語で記述され，複雑な行政手続き論で権威づけ
られた復興計画の提案に対して，住民が対等に対応
するのは難しい。ショック状態を利用した社会経済
改革は，グローバル企業主体の新自由主義経済で使
われる手法として開発されており，惨事便乗型資本
主義（ショックドクトリン）と呼ばれる（クライン，
2011）。住民には，専門用語に惑わされないだけの
科学的リテラシーと惨事便乗型資本主義の手法にあ
おられない政治リテラシーが求められる。何よりも，
先手必勝として事前復興プランを持っているのが有
効である（椚座ほか，2016）。
科学的リテラシーは，文部科学省の定義では科学
技術リテラシーとも言う（文部科学省，2005）。減
災関連の内容としては，地震や津波など地球科学だ
けでなく，堤防などの土木工学，建物耐震化や防火
などの建築学，および原発・放射線リスクに関連す
る諸学問分野に関連する。必要な科学的リテラシー
のレベルは，公聴会などで説明される内容に疑問を
持ち質問したり，専門家に相談する意欲と行動力が
あり，他の人をエンパワメント出来るものが考えら
れる。当事者として不利益を感じる前に行動できる
だけの自尊感情が重要となる。
政治リテラシーは，主権在民としての自分の存在
を自覚することにはじまる。明治以来，学校教育も
含めた国政や地方行政は，住民には「寄らしむべし，
知らしむべからず」というスタンスで接してきた
（椚座，2004）。減災関連では，防災対策としてダ
ムや堤防づくりなどに公共投資が行われる一方，個
人住宅の耐震化は自助努力として放置されてきた
（椚座・松井，2005）。2016年4月14日の熊本地震
では，耐震化されていない住宅の倒壊が目立ち，阪
神大震災での教訓が公的にも私的にも生かされてい
ないことがわかる。必要な政治リテラシーとは，例
えば住宅耐震化の場合，1軒の住宅倒壊による火災
のために，地域が大火災にならないように，当該住
宅を公費で耐震化することは公共の利益に資するの
で公助の対象であると主張することである（椚座・
松井，2005）。そのことを主張して市長や議員など
に立候補したり，立候補した人に投票する見識であ
る。政治リテラシーの高い住民が多い地域は，持続
発展できる可能性が高い。
2-2 マンモス堤防問題に見る住民の政治リテラ
シー不足
住民の政治リテラシー不足を示す例として，椚座
ほか（2016） が扱った気仙沼市本吉町小泉地区の
マンモス堤防反対運動を再検討する。本吉町小泉地
区は，大きな漁港がなく海水浴場であった。国交省
が提示した高さ14.7mに達するマンモス堤防への賛
否は，被災者である住民が分裂し，加えて外部の専
門家も含む創造的復興論者（≒公共事業待望者），
費用対効果論者と景観・干潟海岸保護運動者間の論
争になった。
地元住民と政府も含めた行政との関係を，住民統
治の手法として類型化を試みた。
（1）政府からの情報ブロック
マンモス堤防問題のきっかけは，計画が確定する
まで住民に情報が伝えられていないことにある。堤
防建設は2011年の夏に地元新聞に掲載された。し
かし，本吉町は，隣接する南三陸町の一部で電気が
復旧し，津波の映像を見たのが数ヶ月後という地域
にあり，仮設住宅建設や入居で手一杯の住民は深く
追求する余裕もない。その後，堤防問題の報道はな
く，2012年の夏，地区説明会が開催された（小熊，
2015）。
このように政府や地方行政が区画整理やマンモス
堤防など住民の利害と関係する施策を進める時は，
情報をブロックする（図1a）。まず阪神大震災では
建設禁止，東日本大震災で危険地域指定などで住民
の動きを止めて，その後，確定した計画を地区説明
会や公聴会で披露して，住民の合意が得られたとし
て実施する。内容は，神戸の場合，長年住民の反対
で止まっていた再開発計画のタイトルを変えたもの
であり，宮城県の水産特区構想は震災から1ヶ月後
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の4月に出されているのであらかじめ準備されて
いたものである。マンモス堤防の場合は，所轄の国
交省や農水省は，旧堤防を復旧するという名目で，
環境評価，費用対効果の検証，住民の合意形成を不
要とする手法を使っている。
（2）利益不利益誘導による地域分断
情報ブロックとは異なり，行政は地域が分断する
ような利益不利益情報を出すこともある。住民間の
対立が高まり，最後は喧嘩両成敗として行政案が認
められる（図1b）。
本吉町小泉地区の場合，マンモス堤防賛成派には，
高台造成待ち被災者がいた。政府の提示した復興計
画は，高台造成とマンモス堤防がセットになってい
るため，堤防反対が高台造成の遅れにつながるから
である。一方，反対派の住民は自力移転済み被災者
である。賛成派を行政の指示待ち，公的資金依存派
とみなし非難した（椚座ほか，2016）。
（3）利害の仲裁
日頃から住民の対立があり，解決のためのコミュ
ニケーション能力が不足する場合も，行政の思い通
りの案に落ち着く。災害は，日頃の地域や家庭での
問題点を表出する。マンモス堤防の場合，賛成する
住民は，堤防に守られたい避難弱者と堤防用土地買
い上げ希望者や公共事業待望者である。反対住民は，
業務の邪魔とする漁業関係者，景観重視の観光関係
者，環境保護派，および無駄遣いとする山側居住者
である。三陸地方の各自治体のほとんどが山林から
なり，収入の少ない農林業者と，海岸部に住む現金
収入の多い漁業関係者は，陸方と浜方としての対立
がもともとある（椚座ほか，2016；古川，2015）。
地元住民にもともと対立の構図があった場合，マ
ンモス堤防などの利害が持ち込まれると紛糾する。
様々な支援者の代理戦争にもなりかねない。コミュ
ニケーションスキルに乏しい場合，対立は解決さ
れず，結論を政府や行政にゆだねることになる（図
2a）。
（4）リテラシー・人材不足による政府任せ
大災害の場合，地元行政職員ですら被災者であり，
町役場等も使えなくなり，行政は機能不全に陥る。
地域住民も，行方不明者の捜索，仮設住宅などの確
保に翻弄され，復興については，知識不足や経験不
足もあり，何をすればよいのかわからないまま時間
が経過する。結局，地元行政は，国に，復興計画策
定までを丸投げ（椚座・上坂，2014）する（図2b）。
Ⅲ 魚津高校生アンケート
3-1 アンケートの意図
（1）事前復興モデルとしての魚津市
椚座ほか（2016）は，奥能登の名門校である石川
県立輪島高校生に，津波を想定した事前復興に関す
るアンケート調査を行った。東日本大震災で甚大な
津波災害を被った三陸地方の復興で見えた問題点を
念頭に，津波対応の事前復興策や人間関係を尋ねた
ところ，高校生の当事者能力の高さが明らかになっ
た。
今回は，災害列島日本にあっては，地域の持続，
持続発展には，どの地域でも様々災害を想定した事
前復興が不可欠と考えて，高校生に，科学的リテラ
シーに加えて政治リテラシーをも必要とする問題を
考えてもらうことにした。今回の対象地域は富山県
魚津市であり，アンケートは魚津市にある県立魚津
高校生にお願いした。
魚津市は，地方都市の持続発展のモデルケースに
なると考えられる。人口約4万人であり，かつて
は県東部中心の街として栄えていた。しかし少子化
事前復興計画のための高校生の科学的リテラシーと政治リテラシー
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図1行政による統治手法
a情報ブロック，b 利益不利益誘導
ａ ｂ
図2 住民の行政依存の構造
a利害の仲裁，bリテラシー人材不足
ａ ｂ
と近隣の「中核市」になった富山市に人や経済が吸
い寄せられ，衰退がはじまっていた。さらに，2016
年3月の北陸新幹線開通により，魚津駅はJRから
切り離され特急が止まらなくなった。このことは，
今後様々に影響してくると考えられる。
日本全体として，県庁所在地だけが繁栄し，周辺
市町村の消滅可能性が高まる傾向にある。しかし，
県庁所在地の繁栄は，周辺部が人材供給地，人らし
い生活空間，雇用の場として安定しているためと考
えられる。従って，魚津市の持続発展問題は，魚津
市民だけの問題ではなく，富山県民が県東部全体の
問題として考えるべきものであろう。
（2）魚津市の災害リスク
魚津市街地の災害リスクは高く，事前復興策を考
察するのに適している。
2014年9月，政府は糸魚川市沖や氷見市沖の断
層が動くと最短4分で4m弱の津波が魚津市街地
に到達すると想定した（国土交通省，2014）。
また，呉羽山断層や魚津断層が動いた際は震度5
弱の地震が起きるとも予想されている。アンケート
を実施した富山県立魚津高校には，校舎と校庭の間
に段差があるが，魚津断層の一部とされている。
津波と地震リスクに加えて，1956年に魚津大火
があった（Wikipedia，2015）。江戸時代の宿場町
であり漁業が盛んで繁栄していた旧中心市街地は，
道幅が狭く，商店，寺院，住宅が密集していたため
に，フェーン現象による強風にもあおられ大火災と
なり焼失した。防火用水としていた市街地の川が涸
れており，また火力が強くて消火栓を開いたまま避
難したために水圧が下がり消防活動ができなくなっ
たことも災いした。魚津大火が建築関係者に知られ
ているのは，道路を拡張し，敗戦国では貴重で高価
だった鉄筋コンクリートで商店街をつくり，防火帯
とする街作りがはじめて行われたからである。最近，
近代建築遺産とするための調査も行われた（朝日新
聞，2016）。
（3）なぜ魚津高校生なのか
県立魚津高校は，旧制中学校にはじまる県東部を
代表する進学校であり，多くの卒業生が各界で活躍
している。そのため，魚津高校生は県東部の広い範
囲から通学してきている。大学卒業後，富山県の中
核人材として活躍することが期待され，彼らの科学
的リテラシーおよび政治リテラシーは，事前復興計
画の成否に関わると考えられる。このことは，2016
年6月からの18歳選挙権によって，有権者として
関わるようになるので，ますます重要である。
3-2 アンケート質問と回答結果
アンケート実施日は2016年1月8日である。対
象は第2学年であり，当日出席していた191名から
回答を得た。氏名，性別の記入を求めていない。問
によっては複数回答している場合があり，図では回
答総数を示した。
魚津市街地の事前復興についてのアンケート
事前復興とは，災害を想定して，1）耐震化や堤
防補強などハードウェアの整備，2）街づくり計画
の見直し，3）住民の意識変革などにより災害を減
らそうという考えです。魚津市は1956年の大火を
経験しており，地震，津波，原発災害が想定されて
います。将来社会を担うみなさんの災害についての
意識や提案を聞かせてください。
富山大学人間発達科学部 4年生 黒田拓也（魚津
高校卒業生），教授 椚座圭太郎
問1 あなたについて当てはまるものを選んで下さ
い。
男・女
自宅の場所 複数選択可
（ ）市町村 （海岸近く，田園地帯，密
集市街地，山間地，河川側）
回答者は，富山県東部のいわゆる新川圏に住み，
魚津市民は28％である。市街地より田園環境の者
が多いが，津波リスクを感じる海岸沿いに住む生徒
が17％いる。
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図3a 回答者の住所地
問2 直下型地震，津波，大火災，河川氾濫，斜面
崩壊などの災害について，あなたの自宅は大丈夫
ですか。不安がある場合はその理由も書いてくだ
さい。
津波リスクを考えた者が22％おり，海岸沿いに
住むと回答した人数よりやや多い。東日本大震災で
の，仙台平野などで海岸から約5kmまで田園地帯
を津波が襲った映像が繰り返し放映されることの影
響かもしれない。ただし富山県東部の平野は黒部川
や片貝川の扇状地で勾配があるので，田園地帯の津
波リスクはほぼないと考えてよい。いずれにせよ日
本海側は津波に無縁と考えてきた地域にとっては，
2014年夏の政府の津波想定のインパクトは大きかっ
たと考えられる。
耐震性を考えた者は12％と少ない。1981年の建
築基準法改正以降35年経っているので，両親の結
婚以降，あるいは本人誕生以降の新築であれば，自
宅は新しく耐震性に不安を感じないものと考えられ
る。一方，耐震性に不安を覚えた12％の生徒は，
富山県に多い築100年以上の3世代居住の大規模住
宅に住んでいる可能性がある。熊本地震では，同様
の建物が直下地震で多数倒壊しているので，リスク
認知は妥当だろう。
斜面崩壊や河川氾濫は，海と山が近く，黒部川，
片貝川など急流でかつて氾濫に悩まされた県東部の
特徴が出た回答である。
問3 あなたは将来どこに住みたいですか。その理
由もお願いします。
アンケート用紙の選択肢に番号の記入もれがあっ
たため，未回答が半数近いという結果になった。回
答は，魚津周辺か大都会が多く，富山市は少ない。
椚座ほか（2016）が調査した能登半島先端の輪島
高校生の多くが金沢市を選んだのとは異なる。富山
市は，金沢市よりも都会としての魅力や仕事環境と
しての魅力に欠けるためと考えられる。さらに全体
として富山県は小さいので，勤務先は富山市であっ
ても，居住環境としては魚津市周辺を考えている可
能性もある。その他として，沖縄や海外の田園地帯
などがあり，冬場の日照時間が短く豪雪地帯である
北陸から出たいという欲求も興味深い。
問4 魚津市街地の「役割」・「良さ」・「らしさ」を
書いて下さい。
回答者は県東部の広い範囲に住んでおり魚津市民
でない者も多いが，県東部の中心都市としての位置
づけ，街の賑わいや道路整備などを評価するものが
約40％いる。自然環境を評価するのも，魚津市中
心市街地が，漁港と3000m級の山に挟まれた地理
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図4 居住地についてのリスク認知
図3b 回答者の居住環境
図5 将来の居住希望地
図6 魚津市街地の評価
的環境を評価しているものと考えられる。
レトロな街並とする回答があるが，江戸時代の宿
場町の名残ではなく，1956年の魚津大火後に出来
た商店街のことと考えられる。友達などとの遊びの
場の景観として評価しているのだろう。魚津市は観
光資源として，しんきろうに加えて，宿場町の痕跡
や戦国時代の城址を売り出すが，高校生の感性は別
にあった。
一方，未回答，ない，わからない，あるいは魚津
高校の部活も行われる「ありそドーム」しか知らな
いとするものが合わせて33％いる。遠方からの通
学と部活に時間を奪われ街を知らないのか，寂れた
街と思っているかはわからない。
問5 1956年の魚津大火が，大火になった要因を知っ
ているだけ書いてください。
1956年の魚津大火のことを知っていた者は，理
由を尋ねたこともあるため22％に止まる。知って
いるとした者36名の69％が魚津市に住んでおり，
残りはおおむね住所地別の人数に比例している。魚
津市民である生徒60名で知っているとした者は，
約半数の32名である。
火災の要因としては，住宅密集を上げる者が多く，
全体で12％，魚津市民で知っているとした者では
60％である。しかし消防用水の枯渇をあげた者は，
全体でも魚津市民1名だった。大火災になった理由
については，大人であればフェーン現象をあげるが，
高校生が住宅密集とするのは，魚津市街地を知る高
校生としての実感から来た回答と考えられる。
魚津大火は，祖父母の代の出来事であるが，戦後
日本において鉄筋コンクリートの商店を防火建築帯
とする街作りのきっかけとなった火災なので，事前
復興計画のための先行体験として貴重である。大火
の要因やその後の再開発などを，高校としても伝承
していくことが求められる。
問6 魚津断層や呉羽山断層が動いた場合，1995年
阪神大震災をもたらしたような直下型地震災害が
想定されます。ところで阪神大震災での死者約
6000人の主な死因をいくつか書いてください。
質問文は，魚津断層などの直下型地震では，阪神
大震災のように住宅倒壊のよる死傷者が多いと考え
られ，耐震化が重要であるとの視点で作った。阪神
大震災では，死者約6000人のうち，住宅倒壊など
による圧死や窒息死が約9割，火災死約500人のう
ちにも，倒壊住宅にはさまれ迫る炎から逃げられな
かった人も多い。
質問文に「死因をいくつか」としたにもかかわら
ず，明確に住宅倒壊としたものが18％いた。住宅
倒壊と火災の両方を指摘した28％の回答者を入れ
ると3分の1が住宅倒壊を知っている。
一方，死因を火災とする者が30％いた。この数
字は，大人や幼少期に阪神大震災を経験している世
代に比べると少ない。地震ならば火災と考えるのは，
火災死の多かった大正12年の関東大震災からの教
訓がベースにあり，阪神大震災などのTV映像や写
真が作画的に火災シーンが多かったことの影響のた
めである。現在の高校生は，阪神大震災時に生まれ
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図7a 魚津大火の認知と要因
図7b 魚津大火認知者の住所地
図8 阪神大震災の主要死因認識
ておらず，火災映像や写真を見たことがなかったと
考えられる。いずれにせよ，30％が火災と考え，
住宅倒壊や耐震化に気づかないことは問題であろう。
問7 昨年，政府は，富山県や魚津市の想定津波ハ
ザードマップよりも厳しい津波想定を発表しまし
た。糸魚川市沖や氷見市沖の断層が動いて，地震
後，入善町には最短2分で約7.5m，魚津市には
最短4分で4m弱の津波が押し寄せます。政府
の発表を知っていますか。
1）津波想定をしらない，
2）想定は聞いたことがあるが，興味関心はなかっ
た，
3）津波ハザードマップをみたことはあるが，興
味関心はなかった，
4）津波ハザードマップを利用して避難の方法を
考えた，
5）津波被害を想定して減災の方法を考えた，
6）その他（ ）
この質問は，椚座ほか（2016）の石川県立輪島高
校生向けのものと同じである。津波想定を知らない
者が70％近くおり，想定は聞いたことがあるにと
どまる者が24％，合わせて90％以上が実質的に
2014年の政府発表を知らない。輪島高校生の場合，
実質的に知らないとする者が半数程度であったのと
比べると多い。魚津高校生にとっては，海は身近な
存在ではないことを示す。
問 8 あなたの津波のイメージを選んでください
（3つ以内）
1）津波は大きな波である，
2）津波は海の洪水である，
3）海岸で5m程度の津波でも街中では2m程度
になるので大きな被害はない，
4）2mぐらいの波なら泳げばよい，
5）50cmの波でも瓦礫が流れてくるので避難は
困難，
6）浸水深（地面からの高さ）2m以上の波なら
ば木造家屋が浮いて倒れる，
7）津波火災（※）が発生する，8）瓦礫が流れや
すく溜まりやすい広い道路や校庭で津波火災が
大きくなる
9）その他あるいは上記の選択理由
（※）「津波火災」とは，流された建物のプロパン
ガスボンベや自動車や漁船の燃料タンクなどが
摩擦などで出火して，道路や校庭を埋め尽くし
た瓦礫などに燃え移り地域全体が火災になるこ
とです。
選択肢1，3，4は，津波リスク認知が低いと判断
されるものであり，2および5以降は高いとする。
今回の調査では，津波災害に関する5以降を選ん
だ者が45％いた。輪島高校生の場合，21％にとど
まっており，魚津高校生は津波想定を知らない者が
多いにもかかわらず，津波の実態を知っていると言
える。魚津高校が糸魚川市立フォッサマグナミュー
ジアムに出かける活動など，近年の高校にはめずら
しく地学系の教育活動が盛んな学校なので，なんら
かの情報を得ていた可能性がある。あるいはネット
環境がよくて，東日本大震災のYoutube等の映像
を見ていた可能性もある。輪島高校生の場合，1956
年のメルボルンオリンピックで当時輪島高校生だった
山中毅が銀メダルをとるなど，現在も水泳が盛んな
地域であり，泳力などに自信があるのかもしれない。
問9 魚津市街地で災害リスクが高い地域はどこだ
と考えられますか。高いと考えた要因についても
書いてください。
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図9 魚津市の2014年政府津波想定についての
認知の構造
図10 津波および津波災害イメージ
問7，8と津波に関する設問が続いたために，あ
りそドームや海沿いなど津波リスクを念頭においた
回答が47％あった。具体的には，ありそドームや，
城址もある中心市街地である大町は，海岸近くにあ
り，村木や経田は漁港がある地区である。
一方，駅前商店街や住宅密集地をあげる者が15
％であり，具体的な地域を指摘したものとしては多
い。建物密集による火災や耐震性のなさ，さらに避
難困難リスクを指摘している。高校生は街並をよく
見ていることがわかる。
問10 大火を減らすために個人として出来ること
を書いてください。その場合に必要な行政による
支援についても書いてください。
火の元に注意するが55％と多い。一方，事前復
興につながる防火建築にすることや，防火帯として
の道幅拡張を指摘した者は合わせて6％にとどまる。
魚津大火をきっかけに建築界が防火建築や防火帯設
置に動いた歴史がある街としては残念な結果である。
消火栓問題および渇水問題を指摘した者はいない。
魚津大火の場合は，消火活動中の消火栓が火災に飲
み込まれ閉められなかったための水圧低下が大火の
一因となり，阪神大震災では消火栓用水道管が地震
により破断して使えなかったなど，消防用水確保が
重要な課題であることを生徒に学ばせる必要があ
る。
問11 直下型地震災害を減らすために個人として
出来ることを書いてください。その場合に必要な
行政による支援についても書いてください。
避難訓練，防災グッズ，家具固定，避難場所の確
認などの従来型の対策が合わせて41％いた。また，
それらのことを充実するための啓発や教育を求めた
のが6％であった。自然には勝てないなどのあきら
め派が6％，わからない，無回答が26％と多い。
一方，住宅の耐震化や火災が広がらない街造りと
いう事前復興に関するものは17％である。後述す
るように，阪神大震災の死亡主要因を住宅倒壊とす
る者でも，耐震化を指摘する者は19％にとどまっ
ており，住宅倒壊とその対策としての耐震化は，日
常生活感覚では結びつかないと考えられる。
問12 津波対策のハードウェア整備や街づくりに
ついては，以下のような手法があります。大町小
学校周辺（海抜4m）からありそドーム（6m）に
かけての市街地を念頭に，費用と効果，準備期間
などを考慮して好ましいと考えられ手法を選んで
ください（3つ以内）。
１）津波ハザードマップを用いた「逃げ地図」
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図11a 魚津市における高災害リスク地区
図11b 魚津市における高災害リスク地区の理由
図12 個人で出来る防火対応案
図13 個人で出来る直下地震対策案
（現在地から安全地点に逃げる道筋，時間をシュ
ミレーションする）のワークショップを学校・
地域で繰り返し開催
2）海側市街地から鉄道線路を超えて山側に直線
的に動ける避難経路の整備
3）100メートルごと（1分で逃げれる距離）に津
波避難ビル（既存ビルに外階段設置を含む）・
避難タワー・避難ブリッジ（大きな陸橋など）
を設置
4）高さ10mクラスのスーパー堤防設置
5）漁業施設を除いて高台移転，跡地を公園緑地
化
6）その他あるいは上記の選択理由
（ ）
椚座ほか（2016）の輪島高校生と同様に，逃げ
地図ワークショップの選択者が多い（31％）。新種
の避難訓練として受け入れやすいことを示す。次に
多いのが，区画整理につながる直線路整備である
（26％）。海岸に平行な道路は多いが，避難路とし
て重要な山方向の道路が，JR線や富山地方鉄道線
のために少ないという市街地の弱点を理解しての判
断と考えられる。輪島高校生の場合，観光資源でも
ある朝市通りがかぎ型であるため，これを破壊する
直線的な避難路よりも津波避難タワーやブリッジを
選ぶ者の方が多かったのとは異なる。
三陸復興の手段であるスーパー堤防（マンモス堤
防）建設や高台移転を選ぶ者は，合わせて18％と
少ない。輪島高校での調査でも19％だった。伝統
的な市街地や海沿いの景観を壊し，水産業の妨げに
なると考えているのかもしれない。
問13 あなたが魚津市長になったと仮定して，災
害に強い住みよい街づくり政策やプランを考えて
ください。
この質問は，事前復興と18歳選挙権制度を念頭
においてつくった。総理大臣とは異なり，法や予算
の制限はあるものの市長などの首長の権限は大きい。
かつ直接選挙で選べる。魚津高校生から，やがて議
員や市長になる者が出てくることは，過去の実績が
示している。そこで大胆に自分が市長になったつも
りで事前復興計画を考えてもらうのが趣旨である。
しかしながら，回答は従来型の避難訓練の充実な
どが計36％となり，市長というよりは，既存の学
校や町内会レベルの発想にとどまる。問12で，海
に近い中心市街地である大町周辺という具体的な地
域を想定した選択型質問をした場合よりも多い。記
述式回答のためもあるが，市長職がどのようなもの
かという視点が育っていないことを示すと考えられ
る。また，わからないや無回答も24％と多い。
一方，ハザードマップ，避難タワー，堤防整備な
どの津波対応策が20％，魚津断層等の直下地震対
応の建物耐震化は17％である。避難訓練の半分に
すぎない。ただし，魚津市街地を根本的に変えてし
まう区画整理や高台移転は合わせて5％にとどまり，
魚津の街の記憶を残したいとする判断が感じられる。
問14 三陸地方の被災地では，復興計画策定にあ
たり高校生の意見を求めた町もありました。もし，
魚津市が事前復興計画を策定する場合，高校生に
意見を求めたとしたら，どのような提案をしたい
ですか。
無回答および発言しない・わからないが合計48
％と，前問の市長になったと仮定した質問の22％
よりもさらに高い。回答数は前問とほぼ同じなので，
避難訓練のことを質問するのは無意味と考えつつも，
具体が思いつかなかったと判断される。
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図14 魚津市大町地区の津波対応事前復興案
図15 魚津市長としての住みよい街づくり案
しかし，その他の回答は，前問と比べて多岐にわ
たるとともに，ボランティア確保，募金や生活保障，
教育コミュニティーづくりなど，高校生が当事者と
なれる生活目線のテーマが登場している。
このような回答傾向は，避難訓練などは市長，行
政や学校がやるものと考えていること，および要望
は高校生が日頃感じていること，自分に出来そうな
こと選んでいるためと考えられる。良く言えば高校
生の感受性やボランティア精神の高さを示している。
悪く言えば，社会的規範に忠実に高校生らしくふる
まい，防災や開発などについては無関心であり，大
人社会にまかせていると考えられる。
問15 富山市から魚津市にかけては志賀原発から
60-70km圏にあります。この距離は福島第一原
発から放射線管理区域以上に汚染された福島市や
郡山市までの距離と同じです。2015年夏の富山
県地域防災計画改訂では，原発から30km圏の被
ばくを想定していますが，富山市から魚津市にか
けても偏西風の風下であること，さえぎるものが
ない富山湾，背後の山並みを考慮すると，放射性
プルーム（※）による汚染が大きくなることが懸
念されます。この問題について，市民や地元行政
はどのようにすればよいのでしょう。
（※）「放射性プルーム」とは，気体状（カス状あ
るいは粒子状）の放射性物質が大気とともに煙
突からの煙のように流れる状態。（富山県防災
原子力用語集より）
無回答，わからないが合わせて46％と多い。原
発事故とは無関係と考えていた高校生には判断材料
がないと考えるべきか，北陸電力本社のある富山県
の風土ゆえの回答かはわからない。
次に多い回答は，放射線教育，シェルター，避難
計画策定，汚染情報提供など，原発事故を前提とし
た事前事後対応策として分類できるものである。あ
きらめるが4％，故郷を捨てることになる避難移
住を選ぶ者も4％いた。その分，安全管理を求め
る者は3％と少ない。質問文が志賀原発事故を想
定したもので， 氷見市の一部がUPZ（Urgent
ProtectiveactionPlanningZone：緊急時防護措
置を準備する区域）に指定されていることを示し，
富山湾の性質から魚津市も被ばくする可能性に言及
したことへの反応であるとも考えられる。この5年
間，メディア等から知ったフクシマの放射能汚染状
況や避難状況などから判断したものと考えられる。
事前復興策になる原発廃炉が18％，別電源が2
％であり，世論調査結果（例えば，椚座・清河，
2012）の半分以下である。すなわち世論調査は選
択式のため答えやすいことと原発事故直後の調査で
あることを考慮する必要はあるが，ただちに廃炉は
40％弱であり，やがて廃炉を希望するが，電力不
足が心配なので安全点検をしっかりして稼働させる
とする人を合わせると8割近い。ただし今回のア
ンケートは志賀原発事故想定の質問であるため，被
ばくを防ぐこと等に意識が向いたためとも考えられ
る。いずれにせよ原発を廃炉すれば被爆リスクはな
いと発想を転換するまでに至っていない。住宅倒壊
から耐震化を発想しにくいのと似ている。過去 5
年間原発は殆ど止まっていても停電しないことや，
UPZに指定された地域では，原発住民が避難訓練
させられてヨウ素剤を配布などされることなどを知
らないためとも考えられる。
Ⅳ 高校生のリテラシーと高校教育
4-1 災害史とリスク認知力の関係
（1）住所地のリスク認知
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図16 魚津市事前復興計画策定で発言したいこと 図17 魚津市における志賀原発ハザードへの対応策
今回の調査で明らかになったことの1つは，高校
生の生活空間についてのリスク認知力は高いという
ことである。問2の住居地の災害リスクについて
「わからない」と答えた生徒は13％と少ない。どこ
が危険だと思うかも書いてもらったが，多くの生徒
がその理由まで回答できていた。地域の生活者とし
て，十分であると考えられる。
（2）魚津大火の認知と対策の関係
魚津大火についての認知の違い（問5）は，問10
「大火を減らすために個人として出来ること」の回
答の違いとして現れた。図18aとbが示すように，
事前復興策ともなる防火建築，道幅について，大火
を知っている者36名の回答（複数回答）は，知ら
ない者よりそれぞれ4倍と8倍多いという結果が
得られた。また，わからないとする者や無回答が少
ない。災害史を知っていることで，気づく力，考え
る力が高まることを示す。
（3）住宅倒壊が耐震化に結びつかない
火災とは異なり，地震による住宅倒壊を知ってい
るだけでは，対策としての住宅耐震化に結びついて
いない。問11で，地震対策として耐震化防火とい
う住宅対策をあげたものは全回答者の14％であっ
たが，問6の阪神大震災での主要死因を聞いた質問
で，住宅倒壊と答えた者26名でも，問11で耐震化
としたのは19％にとどまる（図19a）。住宅倒壊+火
災と答えた者を加えると16％に下がり（図19b），
阪神大震災での住宅倒壊を知らない者（図19c）と
ほぼ同じである。
火災の場合，理科実験やたき火などで火を扱うこ
とや，実際の火災を見るなどの先行経験があるので，
防火建築や道幅拡張などの対策に結びつけることは
困難ではないと考えられる。一方，住宅倒壊を耐震
化に転換するには，住宅の構造，耐震化にかかわる
法規制，あるいは地震動の性質をある程度は知って
いる必要がある。高校生にとって，住まいは自分で
は選べない所与のものであり，自分の個室の有無が
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図18a 魚津大火認知者の防火対応策
図18b 魚津大火非認知者の防火対応策
図19a 阪神大震災死因認知と直下地震対策案の
関係（住宅倒壊認知者）
図19b 阪神大震災死因認知と直下地震対策案の
関係（住宅倒壊+火災認知者）
図19c 阪神大震災死因認知と直下地震対策案の
関係（住宅倒壊以外とした者）
関心の中心であろう。大人であっても，大地震のた
びにメディアは耐震化を強調するが，多くは耐震化
の実務やコストに疎く，地震保険への加入率が一時
的に高くなる程度である。
阪神大震災から31年目の2016年熊本地震でも，
全損した住宅やビルと損傷していない建物が混在し
ている災害風景が再び現れた。政府から市民まで，
阪神大震災の教訓を知らないか無視してきた結果で
ある。九州や熊本には地震はないと思ってたとする
人も多いが，熊本の直下をマイクロプレート境界で
ある中央構造線が走っており，1889年（明治22年）
には，20人が亡くなり，熊本城が損壊するなどし
た熊本地震が発生している。地域の災害史の伝承が
出来ていないことも明らかになった。
住宅耐震化が事前復興の1つとして有効であるこ
とに，市民は気づかない。あるいは，費用がかかる
と思い込み，ハードルが高いものとしてあきらめて
いるのかもしれない。いずれにせよ，避難訓練にこ
だわる文部科学省や学校教育が教えてこなかった結
果であろう。あるいは災害のたびに仮設住宅や復興
住宅などの事後対応の報道がくり返される影響もあ
るだろう。
これからは，総合的な学習の時間や，中学校の技
術家庭などで住宅の耐震化や地盤のことを教える必
要がある。また，費用問題についても，政府は耐震
化は私的財産形成になるので自助努力によるものと
しているが，住宅倒壊から地域が火災になることを
防げるならば公共の福祉にあたるのではないかとい
うこと考えさせることも重要である。人が住まない
地域にもマンモス堤防を建設する予算があるような
ので（三浦，2015），税金の使い道という議論も可
能である。
4-2 政治リテラシーを育てられていない
（1）リスク解決問題に反応する高校生
問12の魚津市街地の海沿いの大町地区の津波対
策については，逃げ地図ワークショップや避難経路
整備，避難タワーという実現可能な回答が多く見ら
れた。スーパー堤防（マンモス堤防）と回答する生
徒は14％と少なく，魚津市の津波想定に対して過
剰と考えている。
このような結果は，魚津高校生が公聴会等で説明
を理解し，質問や意思表明ができるレベルにあるこ
とを示す。有選挙権者としての政治リテラシーがあ
ると考えてよい。
（2）地方行政的視点が育っていない高校生
しかしながら，問13で魚津市長になったと仮定
して，災害に強い住みよい街づくり政策やプランを
記述式で聞くと，「わからない」や「避難訓練」な
どの回答が半分近くを占めた。選択式でないことも
あるが，街全体を見据えた政策を考えることに慣れ
ていないのかもしれない。あるいは市長の役割や権
限を知らないためと考えられる。
問14は，問13とは立場が逆になり住民側として
の質問である。問13よりわからないや無回答が増
えたが，公聴会などで発言したいことの内容は多岐
にわたり，高校生が当事者として活動しうるものも
多い。
回答者が同一高校の生徒なので，わからないとし
たり無回答の者と提案する者との違いは，理解力な
どの差ではなく，建築土木系などの科学的リテラシー
と市長職や公聴会の意味などについての政治リテラ
シーの差であると考えられる。18歳選挙権に対応
して，高等学校でも選挙のしくみなどの啓発活動が
はじまっているが，より必要なことは国会議員や市
長などに何が出来るのか，自分たちの生活とどう関
係するのかなどを考えさせる教育であろう。
（3）国策から遠ざけられた高校生
問15の原発や放射能リスク問題に回答するには，
ある程度以上の科学的リテラシーと政治リテラシー
を必要とする。回答の8割は，質問文に与えられ
た事故への事後対応であり，そもそも原発を廃炉に
すれば事故はなくなることに意識が行っていない。
原発のしくみやリスク，多様な電源の実像を教えら
れていないためであろう。原発がなくても5年間停
電していない事実も知らないのではないか。
原発推進は，原子力基本法などに明記された国策
なので（小出・佐高，2012），教育界は高校生にリ
スク等を教える必要はないと考えているのかもしれ
ない。実際，福島原発事故後，文部科学省や資源エ
ネルギー庁は，学校向けの放射線副読本やエネルギー
副読本を作ったが，事故を軽微に扱い，一般人の被
ばく限度量は年間1mSv以下とするICRPの基準
（中川，2011）以上の年間20mSvをもって帰還基
準するなどしている。
しかし，福島原発事故によりフクシマが労働安全
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衛生法の規制値以上に放射能汚染していることや，
鹿児島県の川内原発に続いて各地で再稼働申請が相
次いでいるのが現実である。次世代の中核人材であ
る高校生こそが，これらの現実を知り，当事者とし
てかかわるべきであろう。
4-3 高校教育に求められるもの
（1）生き抜く力を身につける事前復興教育
ここまで，事前復興を担う人材は高校生であり，
担えるポテンシャルはあると主張してきた。しかし，
地方行政や国政，あるいは首長や議員の役割や権限
のことは，教えられておらず，よくわかっていない
ことが明らかになった。これからの学校教育には，
国づくり，地域づくりのために，次世代の人材を育
てる責務があると考えられる。さらに，住宅の耐震
化も含む，住環境をよくできる人材づくりも大切で
ある。国連人間居住会議，通称「ハビタット」によ
り，適切な住居に対する権利（居住権）という考え
が採択され，日本政府も調印している（島本，2005）。
住まいは人権，居住は福祉という考えである（早川，
1991）。災害から5年過ぎても仮設住宅暮らしであ
ることは，人権問題である。さらに被災者が約1000
万人と想定される南海トラフ地震では仮設住宅等の
支援すら危うい。原発震災が加われば，国土の多く
を失う。住環境も含めた事前復興を担える人材の育
成が急務である。
事前復興を担える人材づくりは，文部科学省の政
策とも調和的である。文部科学省は，東日本大震災
を契機として「生きる力を育む防災教育の展開」を
改訂し，平成25年3月，全学校園に配布した。また
文部科学省創造的復興教育研究会（2014）は，著
者名が目的を語っているが，「生き抜く力」という
標語を使っている。日本が推進するユネスコプログ
ラムである「持続的社会のための教育（ESD）」と
して行なうのも方法である。文科省が作成した手引
きで，ESDの視点に立った学習指導で重視する能
力・態度としてあげているのは， 1批判的に考え
る力，2未来像を予測して計画を立てる力， 3多
面的・総合的に考える力，4コミュニケーション
を行う力，5他者と協力する力， 6つながりを尊
重する態度， 7進んで参加する態度である（日本
ユネスコ国内委員会，2016）。事前復興のための人
材育成を，これらのプログラムとして実施できるよ
うに企画することも方法である。
（2）地域の災害史を利用した事前復興演習
多くの魚津高校生は，魚津大火のことを知らなかっ
た。そのためもあり，大火に備えることを聞いた問
10で，防火建築にすることや，防火帯としての道
幅拡張を指摘した者は合わせて6％にとどまった。
阪神大震災の死因が住宅倒壊による圧死であること
を知っていても，対策としての住宅耐震化が出にく
いのと同様に，大火の歴史を学んでいたとしても，
住宅の耐震化や防火対策を計画するのは難しいだろ
う。魚津大火を，地域の歴史として教えても，事前
復興のための人材づくりとしては効果は疑わしい。
片田（2012）が指摘するように，三陸の実例を示
して津波は怖いものだと教えても，「恐怖の教育」
は効果がないのと同じであると考えられる。
必要な教育は，魚津大火を教材とした演習であろ
う。大火の要因としてのフェーン，消防用水不足だ
けでなく，道幅拡張と防火帯としてのコンクリート
造りの商店街建設も事前復興計画の実例として使え
る。そのような視点と手法で，魚津断層による阪神
大震災と同じ直下型地震災害，東日本大震災とは異
なる地震直後の津波，原発事故などについても事前
復興演習をするべきだろう。
災害史教育や想定演習は，政治リテラシーを高め
るにも有効だろう。Ⅱ章でも指摘したように，住民
主導で事前復興しておかないと，宮城県の水産特区
構想のように惨事便乗型資本主義（クライン，
2011）の手法により，望まない復興，復興災害
（塩崎，2014）になる可能性を否定できない。地元
の災害史を学ぶことは，科学的リテラシー側面だけ
でなく，先人たちがどのように復興してきたか，行
政とどのように関わってきたという政治リテラシー
を育てることにもつながる。良く知る地域のことで
あれば，当事者意識，生活者目線で追体験すること
が可能であり，疑問に思ったことを調べたり聞いた
りするのも容易であろう。必要とされないと思い込
み，語られてこなかった家族の証言も出てくるかも
しれない。
その意味で，教員は，赴任先の学校の災害史や災
害想定について自らの専門分野を問わず学ぶべきで
ある。東日本大震災では，地元に詳しい教員や校務
員のとっさの判断で再避難させて多くの児童生徒の
命が助かった例もある。一方，裁判になっている石
巻市立大川小学校のように，地域に不慣れな教員が
裏山への避難リスクとベネフィットを判断出来ず校
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庭待機を続けたために，待機していた78人の児童
と11人の教諭のうち生き残ったのは児童4名と教
諭1名だけであった例もある（池上・加藤，2012；
2014）。何かあった時に指導する立場である教員は，
それに対応するだけの見識を深めるべきであろう。
見識の1つとして重要なことは，マニュアルを守
ることよりも，命を守ることが大切と考えることで
ある。
（3）対等な有権者として扱う
地方行政や国政レベルの視点が育っていないこと
が明らかになったが，これまでの教育の結果であり，
高校生には難しいと考える根拠はない。問12の魚
津市大町地区の事前復興策では，高校生は費用や効
果を考えたバランスの良い考えを提案している。ま
た住民にとっては，景観は重要であり，人権の一部
として認められるものであるが（例えば，椚座・大
谷，2012），魚津市街地の景観を無くすような選択
はしていない。
18歳からの選挙権時代になったので，主権者と
しての当事者意識を育てるという意味でも，事前復
興のための災害リテラシーを育てる教育が必要とさ
れる。選挙権を有することは，椚座ほか（2016）
が指摘したような高校生を1人前として扱わない社
会を終わらせる時代になったと考えるべきである。
Ⅴ まとめにかえて
阪神大震災以降，災害があると若い人たちはボラ
ンティア活動に行こうとする。大学によっては，単
位化して推奨するところもある。しかし，熊本地震
からの教訓とは，ボランティア活動よりも事前復興
しないと災害を繰り返すことであり，高校や大学は
人材育成こそを本務とするべきである。
椚座たち（2016）による石川県立輪島高校生へ
のアンケートと今回の富山県立魚津高校生へのアン
ケートから，事前復興を担える人材としての高校生
の力量が確かめられた。高校生の着想や判断には，
大人にはないものがあり，椚座たち（2016）は
「しがらみのなさ」と表現している。またアンケー
トの回答には，テスト慣れした要領のよさも見えた。
一方，市長の権限に関する質問や，原発事故想定
質問では，知識や経験不足からくる当事者性の乏し
さが見いだされた。また学校教育で慣れ親しんでい
る正しいとされる内容を学び活用していくスタイル
では正解のない現実問題に弱い。しかし，高校生の
ポテシャルの高さからすれば，学びを増やし，実践
的なワークショップなどをやれば，解決していく問
題と考えられる。だからこそ，事前復興に関する教
育が必要である。
さらに事前復興に関係する問題には，耐震化，津
波対策，原発問題などの科学的な知見が必要なもの
も多い。政治力では，科学的知見をひっくり返すこ
とは出来ない。例えば，基準量の8倍の放射性物
質で汚染されている場合，1回の半減期では半量の
4倍にしかならないので，政治力で半減期を消滅期
のように言い立てても無意味である。科学技術創造
立国や知識基盤社会などの政策がつぎつぎと出され
るが，個人レベルに還元すれば，ESDが期待する
批判的読解力をもって事前復興計画を策定できるだ
けの科学的リテラシーを育てる教育が必要である。
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